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1.  平成22年3月期第3四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第3四半期 276,072 14.7 30,913 3.7 20,180 △12.3 9,305 △31.1
21年3月期第3四半期 240,668 ― 29,821 ― 23,001 ― 13,504 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第3四半期 52.13 52.05
21年3月期第3四半期 90.43 90.33

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第3四半期 1,372,346 348,604 21.9 1,582.03
21年3月期 1,385,531 281,375 17.0 1,579.56

（参考） 自己資本   22年3月期第3四半期  301,099百万円 21年3月期  235,939百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 20.00 ― 20.00 40.00
22年3月期 ― 20.00 ―
22年3月期 

（予想）
20.00 40.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 440,000 △1.9 38,000 11.7 23,000 △3.0 10,000 △27.4 55.13



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  無  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、８ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第3四半期 190,325,700株 21年3月期  149,371,100株
② 期末自己株式数 22年3月期第3四半期  853株 21年3月期  607株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第3四半期 178,492,217株 21年3月期第3四半期 149,328,389株



 当第３四半期の連結業績概要 

 当第３四半期（平成21年４月１日～平成21年12月31日）におけるわが国経済は、一時の過度な金融不安は和らぎ、

製造業における業績の好転やアジアを中心とした外需に持ち直しの動きが見られる等、景気に底打ちの兆しが見え始

めております。しかしながら、高止まりする完全失業率に見られるように実体経済は依然厳しい状況にあり、昨今の

デフレや円高の進行等を踏まえると、景気の先行きは不透明な状況が続くものと思われます。  

 不動産市場においては、住宅分譲市場では、着工戸数及び販売戸数は未だ低水準にあり、依然として楽観できない

状況にあるものの、住宅ローン減税の拡充等の政策支援や住宅販売価格の下落等により、実需層の動きが活発化し、

契約率の改善が見られる等、回復の兆しが伺えます。さらに今後については、住宅取得等に係る贈与税非課税枠の拡

大をはじめとする一連の政策支援による一層の市場活性化が期待されるところであります。また、Ｊ－ＲＥＩＴに代

表される不動産投資市場では、不動産市場安定化ファンドの創設やＪ－ＲＥＩＴの合併・再編等が実現したほか、一

部の銘柄では公募増資が実施される等、徐々に資金調達環境は改善に向かいつつあります。こうした中、一部の都心

大型ビルの売買が成立する等、不動産ファンド及び不動産業者関連の売買に動きが見え始めております。一方、ビル

賃貸市場では、テナントのコスト削減意識の高まりを背景としたオフィス縮小の動きは依然として続いており、賃料

水準も下落傾向であることから、今後も厳しい事業環境が続くものと思われます。 

 このような事業環境の下、当社グループの経営成績は、売上高は276,072百万円（前年同四半期比35,404百万円、

14.7％増）、営業利益は30,913百万円（同1,091百万円、3.7％増）、経常利益は20,180百万円（同△2,820百万円、

12.3％減）、四半期純利益は9,305百万円（同△4,199百万円、31.1％減）となりました。 

  

 当第３四半期における事業の種類別セグメントごとの業績の概要は、以下のとおりであります。 

 なお、各セグメントの売上高は、セグメント間の内部売上高、振替高を含みます。また、端数処理の関係で合計数

値があわない場合があります。 

  

＜住宅事業セグメント＞  

 住宅分譲部門においては、マンション分譲では「プラウドタワー千代田富士見」（東京都千代田区）、「プラウド

タワー東五反田」（東京都品川区）、「プラウドタワー稲毛」（千葉県千葉市稲毛区）等を、戸建分譲では「プラウ

ドシーズン光が丘」（東京都練馬区）等を、売上に計上いたしました。 

 住宅管理部門においては、平成21年９月に野村リビングサポート㈱を存続会社とする㈱ゼファーコミュニティーの

吸収合併を実施いたしました。 

 この結果、当セグメントの売上高は150,473百万円（前年同四半期比46,330百万円、44.5％増）、営業利益は

10,111百万円（同3,074百万円、43.7％増）となりました。これは主に、第１四半期において高収益かつ大規模の分

譲マンションの売上計上があったこと等によるものであります。 

 なお、共同事業における戸数、売上高、契約残高については事業シェア按分で計算しております。 

  

   売上高等内訳 

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

  前第３四半期 当第３四半期 前連結会計年度 

  販売数量等 売上高
(百万円)

販売数量等
売上高

(百万円)
販売数量等 売上高

(百万円)

住宅分譲 首都圏 計上戸数    894戸 54,076 計上戸数    1,616戸 109,368 計上戸数   2,545戸 149,344

  関西圏 計上戸数    264戸 11,015 計上戸数     201戸 8,160 計上戸数    370戸 16,123

  その他 計上戸数    191戸 8,101 計上戸数     194戸 6,886 計上戸数     475戸 19,259

  小計 計上戸数   1,350戸 73,194 計上戸数    2,012戸 124,416 計上戸数   3,390戸 184,728

  (うち戸建住宅)  (計上戸数   159戸) (8,352) (計上戸数    187戸) (11,006) (計上戸数     255戸)  (13,731)

住宅管理 期末管理戸数 105,077戸 15,949 期末管理戸数 118,553戸 16,113 期末管理戸数 110,365戸 22,060

その他   15,000   9,944   24,839

合計   104,143   150,473   231,628



 

   住宅分譲 期末完成在庫数   

（注）首都圏における期末完成在庫数は、神奈川県藤沢市所在の物件の期末完成在庫数34戸を除いております。これ

は「六会コンクリート㈱が出荷したＪＩＳ規格に適合しないレディーミクストコンクリートの使用による建築

基準法違反」に該当したため、販売活動を停止していることによるものであります。 

  

   住宅分譲 契約済未計上残高   

  

＜ビル事業セグメント＞     

 ビル事業部門においては、テナントニーズに適応した営業活動を強化してまいりましたが、テナントのコスト削減

意識の高まりを背景としたオフィスニーズの縮小等により、空室率は前連結会計年度末と比べ上昇しております。一

方、平成20年12月に連結子会社化したＮＲＥＧ東芝不動産㈱の収益を計上したことに伴い、業績は前第３四半期と比

べて大幅に伸長いたしました。 

 この結果、当セグメントの売上高は70,046百万円（前年同四半期比19,869百万円、39.6％増）、営業利益は16,791

百万円（同6,651百万円、65.6％増）となりました。 

  

   売上高内訳 

  前第３四半期末 当第３四半期末 前連結会計年度末 

首都圏 171戸 151戸 217戸 

関西圏 11戸 95戸 19戸 

その他 11戸 94戸 28戸 

合計 193戸 341戸 265戸 

(うち戸建住宅) (19戸) (6戸) (40戸) 

   前第３四半期末  当第３四半期末 前連結会計年度末 

  戸数 
契約残高 

（百万円） 
戸数 

契約残高 
（百万円） 

戸数 
契約残高 

（百万円） 

首都圏 2,346戸  157,561 1,490戸  80,041  1,095戸  79,993

関西圏 211戸  9,455 342戸  14,163 177戸  6,917

その他 307戸  12,037 213戸  7,946  76戸  2,710

合計 2,865戸  179,054 2,046戸  102,150 1,349戸  89,621

(うち戸建住宅) (64戸) (3,622) (189戸) (10,618)  (22戸)  (1,135)

  前第３四半期（百万円） 当第３四半期（百万円） 前連結会計年度（百万円）

オフィス（自社所有）  13,041  25,261  21,672

オフィス（サブリース） (注) 6,319  5,546  8,159

商業施設 －  5,525  1,819

運営管理・施設管理  14,865  17,490  20,850

その他  15,950  16,222  37,897

合計  50,176  70,046  90,400



  

   賃貸床面積 

  

   空室率（オフィス・商業施設） 

（注）ＮＲＥＧ東芝不動産㈱の連結子会社化に伴い、前連結会計年度末より、従来「建物賃貸（自社所有）」「建物

賃貸（サブリース）」と表示していたものを「オフィス（自社所有）」「オフィス（サブリース）」に表示を

変更しております。なお、前第３四半期の「オフィス（サブリース）」の売上高、また前第３四半期末の「オ

フィス（サブリース）」の賃貸床面積及び空室率（オフィス・商業施設）には、一部居住用物件の数値（売上

高168百万円、賃貸床面積6,903㎡）が含まれております。 

  

＜資産運用開発事業セグメント＞ 

 収益不動産開発部門においては、開発事業の推進と商品の販売促進に取り組んでまいりました。 

 資産運用部門においては、当社グループが運用しております各種ファンドの安定的な運用に注力してまいりまし

た。 

 この結果、当セグメントの売上高は23,484百万円（前年同四半期比△28,757百万円、55.0％減）、営業利益は

5,530百万円（同△8,435百万円、60.4％減）となりました。これは主に、前第３四半期と比べて、収益不動産開発部

門における商品の売却が減少したこと等によるものであります。 

  

売上高内訳 

  

   資産運用部門 運用資産残高 

  前第３四半期末 当第３四半期末 前連結会計年度末 

オフィス（自社所有） 265,078㎡ 549,600㎡    550,588㎡ 

オフィス（サブリース） 108,248㎡(注) 94,542㎡  98,029㎡ 

商業施設 － 85,847㎡  85,847㎡ 

合計 373,327㎡ 729,990㎡  734,466㎡ 

前第３四半期末 当第３四半期末 前連結会計年度末 

2.2％(注)  4.6％  2.6％ 

  前第３四半期（百万円） 当第３四半期（百万円） 前連結会計年度（百万円）

収益不動産開発  41,064  15,546  62,953

資産運用  11,177  7,938  15,124

合計  52,242  23,484  78,077

  前第３四半期末（百万円） 当第３四半期末（百万円） 前連結会計年度末（百万円）

上場ＲＥＩＴ  538,948  550,776  543,935

私募ファンド等  639,983  645,528  691,675

合計  1,178,931  1,196,305  1,235,611



  

＜仲介・販売受託事業セグメント＞ 

 売買仲介部門においては、インターネット媒体の充実を図るとともに提案型営業を積極的に推進してまいりまし

た。また、野村不動産アーバンネット㈱は、リテール部門の更なる強化を図るために、平成21年４月に「川口センタ

ー」（埼玉県川口市）を、平成21年10月に「溝ノ口センター」（神奈川県川崎市高津区）を出店いたしました。 

 商品不動産販売部門においては、広範な仲介情報を活用した中小規模の開発事業における商品不動産の販売促進に

取り組んでまいりました。 

 この結果、当セグメントの売上高は24,693百万円（前年同四半期比△3,073百万円、11.1％減）、営業利益は1,446

百万円（同△1,480百万円、50.6％減）となりました。これは主に、前第３四半期と比べて、売買仲介部門における

取扱件数及び取扱高が増加した一方で、商品不動産の売却が減少したこと等によるものであります。 

  

   売上高内訳 

  

＜その他の事業セグメント＞ 

 フィットネスクラブ事業部門においては、各種キャンペーンやイベントを実施し、新規入会者の獲得及び会員定着

率の向上に努めてまいりました。 

 この結果、当セグメントの売上高は12,754百万円（前年同四半期比△817百万円、6.0％減）、営業利益は235百万

円（同△305百万円、56.5％減）となりました。 

   

   売上高内訳 

  

  前第３四半期（百万円） 当第３四半期（百万円） 前連結会計年度（百万円）

売買仲介  8,516  9,131  11,537

販売受託  1,383  903  1,758

商品不動産販売  14,178  12,444  21,407

その他  3,688  2,213  5,061

合計  27,766  24,693  39,764

  前第３四半期（百万円） 当第３四半期（百万円） 前連結会計年度（百万円）

フィットネスクラブ  10,177  10,319  13,593

その他  3,394  2,434  6,242

合計  13,572  12,754  19,836



  

 当社は、平成21年５月に発表した中期経営計画の下、財務基盤の強化と、今後の成長の柱である住宅事業におけ

る事業用地への積極的な投資の推進を目的とし、平成21年６月16日を払込期日とする公募増資及び平成21年７月14

日を払込期日とする第三者割当増資を実施いたしました。この結果、当第３四半期末の自己資本比率については、

21.9％（前連結会計年度末比4.9ポイント上昇）となっております。 

 総資産は1,372,346百万円となり、前連結会計年度末に比べ13,184百万円減少いたしました。これは主に、有形

固定資産（45,422百万円増）及び販売用不動産をはじめとするたな卸資産（12,576百万円増）が増加した一方で、

有価証券（38,990百万円減）、受取手形及び売掛金（22,785百万円減）、及び営業エクイティ投資（10,551百万円

減）が減少したこと等によるものであります。 

 総負債は1,023,742百万円となり、前連結会計年度末に比べ80,413百万円減少いたしました。これは主に、長期

借入金（56,421百万円増）が増加した一方で、公募増資等に伴い、短期借入金（54,869百万円減）を返済したこ

と、また、支払手形及び買掛金（41,977百万円減）、及び預り金（15,118百万円減）が減少したこと等によるもの

であります。 

 純資産は348,604百万円となり、前連結会計年度末に比べ67,228百万円増加いたしました。これは主に、公募増

資等に伴い、資本金（32,808百万円増）及び資本剰余金（32,808百万円増）が増加したこと等によるものでありま

す。 

  

（キャッシュ・フローの状況） 

 当第３四半期末における現金及び現金同等物の残高は40,784百万円となり、前連結会計年度末と比べ、37,689百

万円の減少となりました。 

 「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、56,286百万円（前年同四半期比123,489百万円増）の資金の減少と

なりました。これは主に、売上債権が減少した一方で、仕入債務と預り金が減少したこと、及び販売用不動産をは

じめとするたな卸資産が増加したこと等によるものであります。 

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、17,287百万円（同70,794百万円増）の資金の減少となりました。こ

れは主に、有形及び無形固定資産の取得による支出があったこと等によるものであります。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、32,816百万円（同282,879百万円減）の資金の増加となりました。

これは主に、公募増資及び長期借入金による資金調達を実施した一方で、短期借入金を返済したこと等によるもの

であります。   

  

   平成21年10月29日に公表しました連結業績予想の変更はありません。 

２．連結財政状態に関する定性的情報

  
前連結会計年度末 

（百万円） 
当第３四半期末 

（百万円） 
増減（百万円）  増減（％） 

総資産  1,385,531  1,372,346  △13,184  △1.0

総負債  1,104,156  1,023,742  △80,413  △7.3

純資産  281,375  348,604  67,228  23.9

自己資本比率 ％ 17.0 ％ 21.9  －  －

３．連結業績予想に関する定性的情報



  

 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更） 

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関

する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期

間に着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を

適用しております。 

 この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。 

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 40,786 39,475

受取手形及び売掛金 8,599 31,384

有価証券 9 39,000

販売用不動産 208,899 227,504

仕掛販売用不動産 217,830 150,442

開発用不動産 66,959 102,923

営業エクイティ投資 98,525 109,076

繰延税金資産 20,351 21,347

その他 20,950 19,269

貸倒引当金 △131 △158

流動資産合計 682,780 740,266

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 196,779 187,097

土地 412,695 380,591

その他（純額） 11,708 8,071

有形固定資産合計 621,183 575,761

無形固定資産 8,873 9,427

投資その他の資産   

投資有価証券 15,347 15,316

敷金及び保証金 26,099 26,796

繰延税金資産 14,187 14,336

その他 3,891 3,645

貸倒引当金 △17 △17

投資その他の資産合計 59,509 60,076

固定資産合計 689,566 645,265

資産合計 1,372,346 1,385,531



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 27,546 69,523

短期借入金 140,477 195,346

1年内償還予定の社債 － 300

未払法人税等 3,870 14,791

預り金 16,739 31,858

繰延税金負債 668 707

賞与引当金 2,352 4,464

役員賞与引当金 248 238

事業整理損失引当金 172 214

その他 36,260 49,285

流動負債合計 228,337 366,729

固定負債   

社債 20,000 20,000

長期借入金 618,848 562,426

受入敷金保証金 49,843 47,424

繰延税金負債 83,603 84,869

再評価に係る繰延税金負債 4,996 4,996

退職給付引当金 14,903 14,283

転貸事業損失引当金 1,538 1,811

その他 1,671 1,614

固定負債合計 795,405 737,426

負債合計 1,023,742 1,104,156

純資産の部   

株主資本   

資本金 115,521 82,713

資本剰余金 92,850 60,042

利益剰余金 94,002 91,490

自己株式 △1 △1

株主資本合計 302,372 234,245

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △6,880 △3,922

繰延ヘッジ損益 209 255

土地再評価差額金 5,999 5,999

為替換算調整勘定 △601 △637

評価・換算差額等合計 △1,273 1,694

新株予約権 498 368

少数株主持分 47,006 45,068

純資産合計 348,604 281,375

負債純資産合計 1,372,346 1,385,531



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業収益 240,668 276,072

営業原価 166,797 199,174

営業総利益 73,870 76,897

販売費及び一般管理費 44,049 45,984

営業利益 29,821 30,913

営業外収益   

受取利息 98 125

受取配当金 38 27

持分法による投資利益 － 6

その他 121 217

営業外収益合計 258 377

営業外費用   

支払利息 6,543 9,875

持分法による投資損失 6 －

その他 528 1,234

営業外費用合計 7,078 11,109

経常利益 23,001 20,180

特別利益   

固定資産売却益 － 364

訴訟精算金 － 119

特別利益合計 － 484

税金等調整前四半期純利益 23,001 20,664

法人税、住民税及び事業税 9,992 7,504

法人税等調整額 △655 1,883

法人税等合計 9,336 9,387

少数株主利益 160 1,971

四半期純利益 13,504 9,305



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 23,001 20,664

減価償却費 3,758 7,963

持分法による投資損益（△は益） 6 △6

貸倒引当金の増減額（△は減少） △58 △26

退職給付引当金の増減額（△は減少） 918 620

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） △48 △41

転貸事業損失引当金の増減額（△は減少） △400 △272

受取利息及び受取配当金 △137 △153

支払利息 6,543 9,875

売上債権の増減額（△は増加） 2,052 22,828

たな卸資産の増減額（△は増加） △86,100 △15,666

営業エクイティ投資の増減額（△は増加） △27,354 △5,396

仕入債務の増減額（△は減少） △33,166 △42,032

預り金の増減額（△は減少） △35,559 △15,118

その他 △6,357 △11,475

小計 △152,903 △28,236

利息及び配当金の受取額 98 141

利息の支払額 △5,730 △9,251

法人税等の支払額 △21,240 △18,940

営業活動によるキャッシュ・フロー △179,775 △56,286

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △1,483 △793

投資有価証券の売却及び清算による収入 － 379

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△80,079 －

有形及び無形固定資産の取得による支出 △5,731 △19,803

有形及び無形固定資産の売却による収入 13 944

貸付けによる支出 △15 －

貸付金の回収による収入 14 35

敷金及び保証金の差入による支出 △774 △147

敷金及び保証金の回収による収入 645 878

受入敷金保証金の返還による支出 △1,591 △2,168

受入敷金保証金の受入による収入 1,153 3,449

その他 △232 △61

投資活動によるキャッシュ・フロー △88,082 △17,287



（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 129,200 △91,300

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △62

長期借入れによる収入 259,203 108,000

長期借入金の返済による支出 △67,396 △41,927

社債の償還による支出 － △300

株式の発行による収入 0 65,250

少数株主からの払込みによる収入 0 0

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △5,226 △6,793

少数株主への配当金の支払額 △83 △50

財務活動によるキャッシュ・フロー 315,695 32,816

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 47,838 △40,757

現金及び現金同等物の期首残高 31,510 78,473

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△4 3,068

現金及び現金同等物の四半期末残高 79,344 40,784



 該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

連結グループ各社の行っている事業内容により区分しております。 

 ２．各区分に属する主要な製品 

住宅事業…マンション・戸建住宅・宅地等の分譲、マンションの総合管理 

ビル事業…オフィスビル等の賃貸・総合管理、地域熱供給事業 

資産運用開発事業…収益不動産の開発及び販売、不動産ファンド等の運営及び同ファンドへの投資 

仲介・販売受託事業…不動産の仲介・コンサルティング、マンション・戸建住宅等の販売代理、保険代理店

業務 

その他の事業…フィットネスクラブの運営 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）  

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）  

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

  
住宅事業 
（百万円） 

ビル事業 
（百万円）

資産運用
開発事業 
（百万円）

仲介・販売
受託事業 
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円）

連結 
（百万円）

  売上高                

(1) 外部顧客に対する売

上高 
    103,884 46,537 51,751 25,596 12,897  240,668  － 240,668

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 258 3,638 490 2,170 674  7,232 (7,232) －

計  104,143 50,176 52,242 27,766 13,572  247,901 (7,232) 240,668

営業費用   97,106 40,035 38,275 24,839 13,030  213,287 (2,440) 210,846

営業利益  7,037 10,140 13,966 2,927 541  34,613 (4,792) 29,821

  
住宅事業 
（百万円） 

ビル事業 
（百万円）

資産運用
開発事業 
（百万円）

仲介・販売
受託事業 
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円）

連結 
（百万円）

  売上高                

(1) 外部顧客に対する売

上高 
 150,194 66,396 23,150 23,914 12,416  276,072    － 276,072

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 279 3,649 333 779 337  5,379 ( )5,379 －

計  150,473 70,046 23,484 24,693 12,754  281,452 ( )5,379 276,072

営業費用   140,362 53,254 17,953 23,246 12,518  247,335 ( )2,176 245,159

営業利益  10,111 16,791 5,530 1,446 235  34,116 ( )3,203 30,913

〔所在地別セグメント情報〕

〔海外売上高〕



 当社は、平成21年６月16日を払込期日とする公募増資を実施し、第１四半期連結会計期間において資本金が

28,824百万円、資本剰余金が28,824百万円増加いたしました。 

 また、平成21年７月14日を払込期日とする第三者割当増資を実施し、第２四半期連結会計期間において資本金

が3,923百万円、資本剰余金が3,923百万円増加いたしました。 

 主にこれらの要因により、当第３四半期連結会計期間末において資本金が115,521百万円、資本剰余金が

92,850百万円となっております。 

  

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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